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本文へ

登記申請手続等

登記申請・証明書請求などの手続はこちら

法務局からの重要なお知らせ

令和３年４月１日から商業登記電子証明書の手数料を大幅に引き下げます【ＰＤ
Ｆ】

商業登記規則が改正され，オンライン申請がより便利になりました（令和３年２月
１５日から）（法務省ＨＰ）

令和３年度の休眠整理作業について（法務省ＨＰ）

令和２年度法務局職員選考採用試験（係長級）について

令和元年度登記簿等の公開に関する事務（乙号事務）民間競争入札実施要項につい
て

改元に伴う登記事務の取扱いについて

法務省の名称等を不正に使用した架空請求により被害が発生しています（法務省Ｈ
Ｐ）

新型コロナウイルス感染症関連情報

• 新型コロナウイルス感染症に関連して－差別や偏見をなくしましょう－（法務省Ｈ
Ｐ）

• 新型コロナウイルス感染症に関連する差別的取扱いの防止について－新型インフル
エンザ等対策特別措置法が改正されました－（法務省ＨＰ）

• 登記完了予定日について

• 登記事項証明書・印鑑証明書の取得等について

• 各手続のお問合せについて

• 登記・供託に関するオンライン申請等の活用について

災害対応関連情報

• 令和２年７月豪雨への対応について

• 令和元年台風第１９号への対応について

法務局

業務のご案内

各法務局のホームページ

管轄のご案内

不動産登記申請手続

商業・法人登記申請手続

その他の登記関係・供託手続

遺言書保管手続

各種証明書請求手続

オンライン申請のご案内

電子証明書取得のご案内

人権相談について

各法務局の入札公募情報

ご意見・ご要望
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不動産

不動産

お知らせ

不動産

お知らせ

人権

戸籍

お知らせ

お知らせ

お知らせ

• 平成３０年北海道胆振東部地震への対応について

• 平成３０年７月豪雨への対応について

• 平成２８年熊本地震への対応について

• 東日本大震災への対応について

• 東日本大震災で被災した土地・建物を取得した場合等の調整割合について

新着情報

2022年04月01日
相続登記の登録免許税の免税措置について

2022年04月01日
令和４年４月１日以降の登録免許税に関するお知らせ

2021年09月24日
令和３年１０月１日の速達料金の引下げについて

2021年04月13日
令和３年４月１日以降の登録免許税に関するお知らせ

2020年10月26日
法定相続情報証明制度の利用範囲の拡大について（令和２年１０月２６日
～）

2020年03月30日
法務局（支局を含む）において人権相談をされる方へ

2020年03月12日
戸籍統一文字情報のページが新しくなりました。

2019年10月14日
令和元年台風第１９号への対応について

2019年08月01日
令和元年度登記簿等の公開に関する事務（乙号事務）民間競争入札実施要
項について

2019年07月17日
令和元年度登記簿等の公開に関する事務（乙号事務）民間競争入札実施要
項（案）に関する意見募集の結果について（電子政府の総合窓口（e-Go
v）へリンク

新着情報一覧

法務局ホームページのご利用に当たって プライバシーポリシー 関連リンク集
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公証人制度の概要

「公証人」という機関を設けて、一定の事項を証明させる制度

◇ 国家公務員法上の公務員には当たらないが、法務大臣により任命され、
国の公務である公証事務を取り扱う。 →  実質的意義の公務員

◇ 国から給与等は受けず、政令で定められた手数料等の収入のみにより
独立採算で事業を営む。

◇ 守秘義務・職務専念義務を負う。

公証人

法務大臣

国民の私的紛争の防止、私的な法律関係の明確化・安定化を図る。

任命 監督

私署証書・定款の認証 確定日付の付与公正証書の作成
契約その他の法律行為等について、

証明力の高い証書を作成する。
＊遺言、金銭消費貸借、売買、賃貸借等

私文書や会社設立時に作成する
定款について、作成名義の真正性等
を証明する。

私文書の確定日付を付与し、その
日付における文書の存在を証明する。
＊債権譲渡の対抗要件

法律の専門家として、違法・無効な内容のものでないかどうかも審査する。

全国に502名
（R4.4.1現在）

根拠法：公証人法
（明治41年法律第53号、

1909年(明治42年)8月16日施行）
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電子定款の認証手続の実務のフロー

公証人への
連絡・相談

○ 会社の本店所在地と同一都道府県内なら、いずれの公証役場でも可能。
○ 嘱託人は、定款案について、電話・電子メール等で公証人に事前相談を
行う。

公証人による
定款の事前審査
（助言・相談）

○ 公証人は、定款の様式のほか、内容の法令適合性を慎重に審査する。
○ 審査の過程では、電子メール等を利用して、嘱託人とやりとりを行う。
○ 補正の促しや助言・相談を経て、定款の内容を確定。
○ 実質的支配者となるべき者の申告 についても、事前の
助言・相談を経て、適正な申告がされるよう促す。

嘱託人からの
オンライン申請

○ 嘱託人は、法務省のオンライン申請システムを通じ、PDFファイル化した
電子定款に、電子署名を付して申請する。

公証人による
定款の最終審査

○ オンライン申請を受けた公証人は、事前審査の内容が正確に反映されて
いるか、電子定款の内容を確認する。

公証人による
面前での確認

○ 嘱託人（の代理人）が、公証人の面前で、電子定款上の電子署名につ
いて、本人がしたものであることを陳述する。
○ Web会議システムを通じて行うことも可能。

認証行為、
謄本等を交付

○ 公証人が電子定款に電子署名を付す。
○ 面前確認（⑤の手続）をweb会議システムを通じて行った場合、ダウン
ロード（電子交付）も可能。

２

１

３

４

５

６

株式会社設立時に
作成する定款につい
ては、公証人の認証
が必要とされている
（会社法30条等）。

公証人は定款認証
に際して、以下を中心
に審査する。

✔ 作成名義の真正、
真意に基づくかどうか
(公証人法26条、28条、
31条、60条)

✔ 適法性・有効性
(公証人法26条、60条)

✔ 相当の考慮をした
かどうか
(公証人法施行規則13
条1項)

（ ）別添様式参照
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